
北陸電話工事株式会社

第 6 2 期　中間報告書

平成２０年４月１日から

平成２０年９月３０日まで



資 本 金

支 店

営 業 所

本 社

事業の目的

設 立

－　１　－

会 社 の 概 要

昭和２４年１１月２９日
６億１，１００万円
１．電気通信工事

４．測　　　　量

９．鋼構造物工事
１０．警備保障業務
１１．コンピューター及びその関連機器による情報処理業務

１３．貨物運送取扱事業
１４．労働者派遣事業
１５．前各号に附帯又は関連する一切の事業

１２．前各号に関する設計、コンサルティング並びに機材、機器の販
売及び保守

２．電 気 工 事
３．土 木 工 事

５．塗 装 工 事
６．ほ 装 工 事
７．管 工 事
８．造 園 工 事

〒９２０－０９１２　金沢市大手町２番３号
ＴＥＬ　（０７６）　２２１－６１１６　（代表）
富山支店
〒９３１－８３１３　富山市豊田町１丁目４番２２号
ＴＥＬ　（０７６）　４４１－４２１１　（代表）
福井支店
〒９１８－８００３　福井市毛矢３丁目７番８号
ＴＥＬ　（０７７６）　３６－５６３０　（代表）
東京支店
〒１０５－０００３　東京都港区西新橋２丁目８番１７号　平家ビル３F
ＴＥＬ　（０３）　３５００－３７５７　（代表）
関西営業所
〒５５６－００１３　大阪市浪速区戎本町２丁目９番３号
ＴＥＬ　（０６）　６６３３－４３８４　（代表）
新潟営業所
〒９５０－２０６４　新潟市寺尾西２丁目１０番３０号
ＴＥＬ　（０２５）　２６９－４１３０　（代表）

（平成２０年９月３０日現在）



－　２　－

株主の皆様へ

金田　好人代表取締役社長

　株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと

お慶び申しあげます。

　平素は当社の事業運営につきまして格別のご支援を賜り

厚くお礼申しあげます。

ご報告申しあげます。

いたしましたので、ここにその事業の概況につきまして、

期　（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）　を終了

平成２０年１２月

　さて、当社は、平成２０年９月３０日をもって、第６２期上半



－　３　－

（単位：千円）

工 事 別

ケーブル設備工事

土 木 設 備 工 事

ネットワーク設備工事

情報システム等

（％）

合 計

連結受注工事高 連結完成工事高

工事別連結受注工事高および連結完成工事高内訳

前年同期比　 （％）前年同期比　

４，８８５，７９７

５６９，１６６

５６８，７３１

６，９８２，１３４

１２４．１

８４．４

９８．３

４，１００，０５４

５４９，０８９

５７８，２２０

５８５，７２２

５，８１３，０８７

１１３．２

１４８．３

１１５．２

９４．３

　当中間期におけるわが国経済は、米国発の金融不安を背景に海外経済が減速し、円
高による国内企業の輸出鈍化の懸念もあり、日本の景気は後退色を強め先行き不透明
感が増しています。北陸地方においてもこれらの影響により、製造業を中心に景況感
の悪化が鮮明になり、収益・設備投資計画は下振れし、雇用も過剰に転じるなど、景
気の減速感がうかがえます。

イバーがブロードバンドサービスの主流になりつつあります。

な発展段階に入ることとなりました。

のフレッツ光宅内工事は比較的堅調に推移しているものの、通信ケーブル工事等の減

は、情報部門でソフト系が増加するとともに、電線類地中化工事や移動体系の基地局
関連工事も増加しており前年同期を上回りました。

受注工事高は６９億８千２百万円（前年同期比１．６％減）、連結完成工事高は５８億１千３
百万円（前年同期比５．６％減）となりました。
　利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上およびコスト改善施策等
は着実に実施しているものの、連結完成工事高の減少により、結果として連結営業損
益は１千２百万円の損失（前年同期１千６百万円の利益）、連結経常利益は１千５百

なりました。

体系の基地局関連工事・PHS撤去工事およびインフラ系の電線類地中化工事等の受注
は見込めるものの、他の民需工事では厳しい価格競争が続くものと想定され、当社グ
ループとしての通期における完成工事高は前期を下回ると見込んでおります。
　このような状況を踏まえ、主力の光関連工事を中心として当社グループ全体の生産
性の向上や経費の節減等の諸施策を継続推進するとともに、引き続き団塊の世代の退
職に備えた技術者確保と早期育成により技術の継承・高度化を目指し、総合情報通信
エンジニアリング会社として基盤の強化、収益向上に努める所存であります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
い申しあげます。

FTTHが３３９万増となり６月末の契約数でFTTHがDSLを初めて上回るなど、光ファ
サービスは契約数が２，９３２万となり、前年同期に比べDSLは１４９万の純減となる一方、
携帯電話も伸びは鈍化していますが、１億加入を超えました。またブロードバンド
　情報通信分野におきましては、IP電話利用数は平成２０年６月末で１，８２８万に達し、

　こうしたなか、　当社グループの主たる取引会社である西日本電信電話株式会社（NTT西
日本）におかれましては、平成２０年３月に次世代ネットワーク（NGN）の商用サービス
「フレッツ光ネクスト」等の提供を開始されるなど、電気通信市場はいよいよ新た

　このような状況のもとで当社グループの完成工事高は、NTT関連工事では、主力

少が続いており、前年同期を下回りました。一方、NTT以外の官公庁・民需工事で

　以上の状況から、当中間期においてはNTT関連工事の減少の影響が大きく、連結

万円（前年同期比６２．８％減）、連結中間純利益は８百万円（前年同期比８７．１％減）と

の低廉化と通信ケーブル工事等の減少が見込まれます。また、NTT以外では、移動
向にあり、今後のNTTの販売促進施策による受注増加も期待されますが、受注価格
　下期の見通しにつきましても、NTT関連工事では、光化のトレンドはやや減速傾

企業集団の現況

９５８，４３７

９３．０ ８５．７

１３３．５



０

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００

財産および損益の状況の推移

百万円 　純資産
　総資産

千円

百万円
　受注工事高
　完成工事高

　経常利益

円

受注工事高および完成工事高

総資産および純資産

〈連結〉

８，０００

２，０００

４，０００

６，０００

６，８８２
６，０６９

７，８４５
６，８４１

第５９期 第６０期

　５０，０００

１００，０００

１５０，０００

２００，０００

２５０，０００

３００，０００

１９５，６２０

１１７，５５８

１９８，５３７

１１５，５１０

第５９期 第６０期

５

２０

１０

１５

第５９期 第６０期

－　４　－

１０，０８７

４，３４７

１０，８８６

４，６４０

第５９期 第６０期

１３．１８ １２．９５

６，１６３
７，０９９

第６１期

５，８１３
６，９８２

第６２期

４２，２８５
６９，０８２

第６１期

１５，７０１

第６２期

第６１期

７．７５

第６２期

１．００

１０，２５６

４，７７６

第６１期 第６２期

９，８９６

４，８６７

８，８８８

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

経常利益および中間純利益

１株当たり中間純利益

中間純利益



〈個別〉

－　５　－

０

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００
百万円 　純資産

　総資産

千円

百万円
　受注工事高
　完成工事高

　経常利益

円

受注工事高および完成工事高

総資産および純資産

８，０００

２，０００

４，０００

６，０００

第５９期 第６０期

　５０，０００

１００，０００

１５０，０００

２００，０００

２５０，０００

３００，０００

第５９期 第６０期

５

２０

１０

１５

第５９期 第６０期

第５９期 第６０期

６，６４４
５，９５０

７，５７９
６，７２１

２１６，０５５

１３１，００９

１８７，１５３

１１４，４９５

１４．６５
１２．８１

９，６０１

４，１５０

１０，２４６

４，３９４

第６１期

６，６９１
６，０５４

第６２期

６，６８９
５，５４９

第６１期

３５，８５３
７１，３３９ ５９，５６４

第６１期

７．９８

第６２期

第６２期

２．５８

第６１期

９，５８３

４，４６８

第６２期

９，２８３

４，５５４

２３，０５３

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

経常利益および中間純利益

１株当たり中間純利益

　中間純利益



出 資 比 率

４８．５

４０．０

８１．０

１００．０

１００．０

８３．０

富 山 土 木 株 式 会 社

北陸チノール株式会社

トヤマ電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

金沢電話工事株式会社

会 社 名 資 本 金

２０

５０

４０

１０

百万円
１０

１５

土 木 設 備 施 工

土 木 設 備 施 工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

主 な 事 業 内 容
％

　当社グループは、電気通信設備工事および土木設備工事に関する設計・施工を主た
る事業といたしております。
　また、当社は、NTT西日本およびNTTコミュニケーションズの電気通信設備工事
請負業者として電気通信設備工事競争参加資格を受けております。

金沢電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

トヤマ電話工事株式会社

北陸チノール株式会社

富山土木株式会社

名 称所 在 地

東京都港区

新潟県新潟市

大阪府大阪市

福井県福井市

富山県富山市

石川県金沢市

東 京 支 店

新潟営業所

関西営業所

本 社

富 山 支 店

福 井 支 店

名 称

富山県富山市

富山県富山市

石川県金沢市

石川県金沢市

石川県金沢市

富山県高岡市

所 在 地
①当社の主要な営業所 ②子会社

従業員の状況

歳

女 性

男 性

合計又は平均

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平均勤続年数平 均 年 齢

従業員数 前期末比増減

（注）　従業員数には臨時従業員は含まれておりません。

（注）　従業員数には臨時従業員は含まれておりません。

会社の概況
1.　重要な子会社の状況

2.　主要な事業内容

3.　主要な営業所

年

②当社の従業員の状況

①企業集団の従業員の状況

名 名

５２０

４５．８

－　６　－

（平成２０年９月３０日現在）

（平成２０年９月３０日現在）

４６２

５８

８増

１増

９増

４４．９

４５．７

１９．５

２０．６

１９．７

７１８名 ５名増



株式の状況

株 ％

出資比率持 株 数

当社への出資状況
株 主 名

２１，６００，０００株

大 西 武 夫

日本電話施設株式会社

北信テレネックス株式会社

株 式 会社　北國銀行

北陸電話工事従業員持株会

株 式 会社　福井銀行

株 式 会社　北陸銀行

日本コムシス株式会社

北国総合リース株式会社

３，０２５，０７０

７１８，７４０

４３９，７００

３９９，３００

３７６，２００

２９４，１５１

１３４，１００

３．２９

１．５０

■大株主（上位１０名）

①　発行可能株式総数
②　発行済株式の総数
③　株主数

所有者別 所有数別

５００，０００株以上
１，０００，０００株未満

１００，０００株以上
５００，０００株未満

５０，０００株以上
１００，０００株未満

１０，０００株以上
５０，０００株未満

５，０００株以上
１０，０００株未満

１，０００，０００株以上

５，０００株未満

■株式の分布状況

－　７　－

６．７８

４．９２

４．２１

（平成２０年９月３０日現在）

８，９２０，６７７株（自己株式４８，２８３株を除く。）

６０５，０００

４７３，９５３ ５．３１

４．４７

日 本 電 通 株 式 会 社 １３３，０００ １．４９

（注）　出資比率は（自己株式４８，２８３株）を控除して計算しております。

その他

金融機関

一般法人
個人

％

５８．２％
２３．０％

０．４％

６．６％

１０．６％

８０．６％

３３．９１

８．０５

６９６名

０．５％

１８．１

０．２％

０．１％

１．２％



（単位：千円）
科 目 科 目

連結計算書類

■

－　８　－

（平成２０年９月３０日現在）

資 産 合 計

1,704,914

８３６，６０３

３３，０００

１７，５５５

１７８，７８０

１０，６５９

６２８，３１５

3,323,715

２６，０００

３，０６９，６０３

１９７，０６３

３１，０４８

5,028,629

4,828,147

６１１，０００

３２６，２００

３，９１５，７１２

△２４，７６５

△12,244

△１２，２４４

52,040

4,867,942

9,896,572

1,979,148

９１９，２９６

３０，０００

２５，８０１

１９４，５１２

５，５８０

3,500,086

６，５００

３，２７２，６８８

１８７，３０２

３３，５９６

5,479,235

4,670,444

６１１，０００

３２６，２００

３，７５５，０３８

43,852

４３，８５２

62,587

4,776,884

10,256,119

△２１，７９３

８０３，９５８

（資産の部）

6,087,743

２，６２８，９３１

１，７２３，６６２

２５３，４４２

１，２３０，６２２

１０７，９９８

１４５，５９５

△２，５０９

3,808,828

１，８７６，５７７

５４８，４７４

１２９，７９８

７３，０２１

１，１２５，２８３

３２，１２４

２８，６５３

３，４７１

１，９００，１２６

５２０，８１６

１３，２８２

１，３０３，５６９

６２，４５７

9,896,572

6,221,001

２，４９９，１３５

１，９１４，７７１

２５２，３４９

１，２１１，４７１

１８６，２９０

１６２，６２７

△５，６４３

4,035,118

１，９５１，４１１

５８０，５８０

１５０，９８８

９４，５５９

１，１２５，２８３

３３，５３２

３０，０４８

３，４８４

２，０５０，１７４

６１４，７２５

１４，６３４

１，３４７，７３９

７３，０７５

10,256,119

（負債の部）

（純資産の部）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債純資産合計

流 動 資 産

固 定 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金等

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固定資産

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

無 形 固定資産

ソフトウェア

そ の 他

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

投資その他の資産

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

そ の 他

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負 の の れ ん

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

中間連結貸借対照表

前中間期（ご参考）当中間期 当中間期 前中間期（ご参考）

　　　



（単位：千円）
科 目

（ ）■

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

そ の 他
支 払 利 息

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

－　９　－

少数株主利益（ △ 損 失 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投 資 有 価 証 券 売 却 益

受 取 地 代 家 賃

6,163,371

5,442,487

720,884
704,686
16,197
28,446
９，２７２

2,359
３７０

１，９８８
42,285
89,443
７６２

８４，０００

５６
１，４９６

130,176
20,921
44,078
△3,905
69,082

1,552

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

持分法による投資利益

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

４，２７７
－

１４，８９７

４，６４７
３３

－

5,813,087

5,151,888

661,199
673,337
△12,138
30,455
１０，３４５
４，６６６
２，５３３
１２，９１０
2,616
６０５

２，０１０
15,701
6,050
１，８３５
－

４，１１５
９９

1,622
－

１，５６４
５８

20,128
10,188
19,119

△18,067
8,888

中間連結損益計算書

前中間期　（ご参考）当 中 間 期

営 業 利 益（ △ 損 失 ）

税金等調整前中間純利益

中 間 純 利 益



（単位：千円）

純資産少数株主

剰余金剰余金
株主資本

自己株式資本金

株主資本

資 本 利 益
合 計 評価差額金

その他有価証券

評価・換算差額等

持 分 合 計

６１１，０００ ３２６，２００

６１１，０００ ３２６，２００

剰 余 金 の 配 当

－－

■
（単位：千円）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

（ ）

■ （ ）

－

－　１０　－

平成２０年３月３１日残高

平成２０年９月３０日残高

３，９７８，１０１

△　７１，２７７

８，８８８

３，９１５，７１２

△　６２，３８９

△　２２，２０９

△　２，５５５

△　２，５５５

△　２４，７６５

４，８９３，０９１

△　７１，２７７

８，８８８

△　２，５５５

４，８２８，１４７

△　６４，９４４

４，６４２

△　１６，８８７

△　１６，８８７

△　１２，２４４

７０，６４７

５２，０４０

４，９６８，３８１

４，８６７，９４２

△　７１，２７７

８，８８８

△　２，５５５

△　３５，４９４△　１８，６０７

△　１８，６０７△　１００，４３８

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

７２１，９１５

２１，８１０

△７８，５１７

６６５，２０８

２，００７，３２６

２，６７２，５３５

１，１１４，４４９

△６９，３７２

１，８１５，２４１

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで中間連結株主資本等変動計算書

中間連結会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

結会計期間中の変動額（純額）
株主資本以外の項目の中間連

中間連結会計期間中の変動額合計

自己株式の取得等

前中間期（ご参考）当 中 間 期

△６５，７９４

９７９，２８２

２，７９４，５２３

中間連結キャッシュ・フロー計算書

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の中間期末残高



（単位：千円）
科 目 科 目

■

個別計算書類

科 目 科 目

（純資産の部）

（負債の部）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

未 払 金

完成工事補償引当金

未成工事受入金

預 り 金

賞 与 引 当 金

工 事 未 払 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

特別償却準備金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

（資産の部）

流 動 資 産

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物 ・構築物

機 械 ・運搬具

工具器具・備品

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有価証券

関 係 会社株式

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

貸 倒 引 当 金

繰 延 税金資産

資 産 合 計

自 己 株 式

ソ フ トウェア

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

工事損失引当金

負 債 純 資 産 合 計

－　１１　－

そ の 他

そ の 他

そ の 他

5,815,945

２，２４６，１９７

４，５１５

１，８９４，３５５

２５２，３４９

９９０，１０１

９，４１４

６４，８２０

１６７，９３９

１６８，５６９

２３，３２２

△５，６３９

3,768,051

１，６３４，５６６

４６２，７３４

１０８，３５２

７４，０３７

９８９，４４２

３３，１１６

３，０６８

３０，０４８

２，１００，３６８

５１４，５６７

１２８，１６８

８９，２７４

５５，６０１

１，３００，９６２

１１，９０２

△１０９

9,583,997

1,774,267

９７９，６１０

３１８，１２２

６，７２６

２０９，７１６

２０，４７１

４８，１３６

１６２，４２５

４，５５２

６，２９９

１８，２０７

3,341,258

３，１８６，５０９

１５４，７４９

5,115,526

4,424,618

６１１，０００

３２６，２００

３２６，２００

３，４９７，０９６

１４０，６２５

３，３５６，４７１

４７，１７１

９９９

２，９３０，０００

３７８，３００

△９，６７７

43,852

４３，８５２

4,468,470

9,583,997

（平成２０年９月３０日現在）

5,779,702

２，３７１，１６５

６，８９１

１，７０９，４６０

２５３，４４２

１，０６９，９５５

１８，５６９

８６，９６０

１４５，９０４

９２，６１８

２７，１９２

△２，４５８

3,503,816

１，５８２，２７７

４４０，５３６

９６，３１５

５５，９８３

９８９，４４２

３１，７０８

３，０５５

２８，６５３

１，８８９，８２９

４１６，４５７

１１５，５１０

３９，９６２

４７，６２９

１，２５８，４５２

１１，８５０

△３３

9,283,519

1,581,846

９３０，８５４

２０４，６１７

８，２２６

２０２，８６７

６１，８５２

１６，０６６

１４６，３０４

９，５９４

－

１，４６３

3,147,163

２，９８５，８９５

１６１，２６８

4,729,009

4,566,754

６１１，０００

３２６，２００

３２６，２００

３，６４２，２０３

１４０，６２５

３，５０１，５７８

４６，８６３

－

３，１３０，０００

３２４，７１４

△１２，６４９

△12,244

△１２，２４４

4,554,509

9,283,519

中間貸借対照表

前中間期（ご参考）当中間期 当中間期 前中間期（ご参考）

そ の 他



（単位：千円）
科 目

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

受 取 利 息 配 当 金

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

経 常 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

（ ）■

受 取 地 代 家 賃

雑 支 出

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

－　１２　－

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

投 資 有 価 証 券 評 価 損

6,054,816

5,417,463

637,353

632,195

5,157

32,678

１５，７４６

７，４６９

９，４６３

1,983

１，９８３

35,853

87,987

８４，０００

３，９８７

1,461

５６

１，４０４

122,378

2,000

49,039

71,339

－

5,549,752

4,913,540

636,212

605,002

31,210

30,230

１６，２３６

７，８５８

６，１３５

1,876

１，８７６

59,564

3,307

－

３，３０７

14,137

－

１，４２０

１２，７１６

48,734

1,000

24,681

23,053

中間損益計算書

前中間期　（ご参考）当 中 間 期

税 引 前 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益



（単位：千円）

純資産
資本金 合 計

６１１，０００ ３２６，２００

６１１，０００ ３２６，２００

株 主 資 本

資本剰余金

資本準備金 利益準備金 その他利益剰余金

利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計

算差額等
評価・換

券評価差額金
その他有価証

１４０，６２５

１４０，６２５

圧縮積立金
固定資産 別途積立金 剰 余 金

繰越利益 合 計

その他利益剰余金の内訳

■ （ ）

－

－

剰 余 金 の 配 当

自己株式の取得

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

－　１３　－

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

平成２０年３月３１日残高

平成２０年９月３０日残高

３，５４９，９７８

２３，０５３

３，５０１，５７８

４，６１７，７０９

２３，０５３

４，５６６，７５４

４，６４２

△　７１，４５３ △　７１，４５３

△　２，５５５△　２，５５５

△　１６，８８７

△　２，５５５ △　１６，８８７△　４８，４００

△　１２，６４９

△　５０，９５５

△　１２，２４４

△　１０，０９３ ４，６２２，３５２

２３，０５３

４，５５４，５０９

△　７１，４５３

△　２，５５５

△　１６，８８７

△　６７，８４２

平成２０年３月３１日残高 ４７，０１２

△１４９

△１４９

４６，８６３

２，９３０，０００

２００，０００

２００，０００

３，１３０，０００

５７２，９６５

△７１，４５３

２３，０５３

１４９

△２００，０００

△２４８，２５０

３２４，７１４

３，５４９，９７８

△７１，４５３

２３，０５３

△４８，４００

３，５０１，５７８平成２０年９月３０日残高

中間株主資本等変動計算書

中間会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計

中間会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

中間会計期間中の変動額合計



役 員

代 表 取 締 役 社 長

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

金 田 好 人

中 谷 達 治

神 谷 友 範

監 査 役

監 査 役

専 務 取 締 役

常 勤 監 査 役

取 締 役

取 締 役

中 田 孝 憲

小 田 　 修

山 原 三 次

岩 永 秀 雄

中 村 尚 則

川 原 秀 夫

大 島 千 秋

中 河 哲 秀

－　１４　－

森 　 泰 夫

横 越 純 一

上 段 正 憲

寺 井 孝 美

（平成２０年９月３０日現在）

取 締 役 副 社 長

（注）監査役　神谷友範、監査役　中谷達治の両氏は、社外監査役であります。

（注）本報告書中の記載金額、比率は表示単位未満を切り捨てて表示しております。



同 取 次 所

◇ 株 主 メ モ ◇

インターネットホームページ

※株式関係のお手続用紙のご請求は次

手続用紙請求電話　　　　０１２０－３５１－４６５
　時間承っております。

http：／／www．daiko sb．co．jp-
株式会社だいこう証券ビジネス各支社

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月に開催します。

基 準 日 毎年３月３１日定時株主総会の議決権
期末配当 毎年３月３１日
中間配当

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数 １，０００株
株 主 名 簿 管 理 人 大阪市中央区北浜二丁目４番６号

　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
同 事 務 取 扱 場 所 〒５４１－８５８３

大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　　本社証券代行部
電　話　　　　０１２０－２５５－１００（各種お問合せ）

公 告 方 法

　の電話番号及びインターネットで２４

毎年９月３０日

－　１５　－

電子公告といたします。

に掲載をいたします。
http：／／www．hokuwa．co．jp

ただし、事故その他やむを得ない事由
によって、電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞


